
 

まえ、宇宙開発の目的として以下を考慮し、種々のプロジェクトの

意義・位置付けなどについて評価を行った。 
- 安全で安心な社会の構築 
- 国民生活の豊かさと質の向上 
- 経済社会への貢献 
- 知的資産の拡大 
 併せて、これらの目的を実現する手段として、宇宙開発を支える

宇宙輸送系・拠点等に分類されるプロジェクトについても、評価を

行った。Ｈ－ⅡＡロケット輸送能力向上は、宇宙輸送系分野のプロ

ジェクトに分類される。 
審議にあたっては、ＮＡＳＤＡからプロジェクトの内容について

説明を受け、その目標や効果、実施体制等について評価を実施した。 
 
 
４．審議の結果等 
（経緯等） 
Ｈ－ⅡＡロケット輸送能力向上に関しては、これまで H－ⅡA ロ
ケット増強型として開発が行われ、平成１１年度に、宇宙開発委員

会において、平成１４年度の飛行実証を目標に平成１２年度からの

増強型試験機の開発着手が妥当とされた。 
その後、平成１１年１１月のＨ－Ⅱロケット８号機の打上げ失敗

等を踏まえ、計画が順次見直されてきており、当該見直しについて

の審議を宇宙開発委員会にて実施してきた。平成１３年度の審議に

おいては、打上げ目標年度の平成１７年度への変更を妥当とした。 
また、輸送対象として想定された宇宙ステーション補給機（以下、

「ＨＴＶ」という。）については、国際宇宙ステーション（以下、「Ｉ

ＳＳ」という。）計画の状況に応じて、技術実証機の打上げ目標年度

の見直しを順次実施する一方で、米国航空宇宙局（以下、「ＮＡＳＡ」

という。）との調整を受け、搭載貨物量の設定や機体設計が進められ

てきた。 
一方、「我が国の宇宙開発利用の目標と方向性（平成１４年６月 
宇宙開発委員会決定）」において、「Ｈ－ⅡＡ標準型以上の能力を持
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つ輸送系（Ｈ－ⅡＡ増強型）を開発する場合には、Ｈ－ⅡＡ標準型

を基本に民間に主体性を持たせた官民共同開発を行う。そのため、

官民の関係者からなる作業チームを文部科学省に設置し検討を行

う。」とした。これを受け、文部科学省内に設置されたＨ－ⅡＡ民営

化作業チームにおいて、Ｈ－ⅡＡ輸送能力向上に際しての開発の進

め方について検討を開始した。また、平成１４年度の宇宙開発委員

会における審議では、このＨ－ⅡＡ民営化作業チームの検討結果に

基づき、Ｈ－ⅡＡロケット増強型の開発計画を見直すとした（「計

画・評価部会審議結果」（平成１４年８月））。 
Ｈ－ⅡＡ民営化作業チームは、平成１５年４月にとりまとめを行

い、輸送能力向上形態のあり方、官民役割分担の考え方、民間を主

体とした開発の進め方等についての考え方を示した。 
 
（概要・意義等） 
 Ｈ－ⅡＡロケット輸送能力向上は、Ｈ－ⅡＡ民営化作業チームの

検討結果を受け、また、ＨＴＶの設計の進捗を反映し、Ｈ－ⅡＡ標

準型を維持発展させた形態で必要な打上げ能力の向上を実現すると

の方針のもとで、Ｈ－ⅡＡロケット増強型の開発計画を見直すもの

であり、宇宙輸送系の基幹技術の適切な維持を図りつつ、技術的に

大きなリスクを伴わない範囲で開発を行うことが可能である。 
本プロジェクトが想定する主たるミッションは、ＩＳＳの補給・

運用に欠かせないＨＴＶの運用であり、補給スケジュールに整合し、

かつ適切な輸送コストによる輸送システムを実現するという大きな

意義を有している。 
また、この輸送能力向上は、ＨＴＶを確実に運用するという意義

だけでなく、我が国の宇宙輸送系について、打上げ能力の拡大、信

頼性の向上、コスト低減、国際競争力強化等の観点でも寄与するも

のである。 
民間は、この形態のロケットを用いて、打上げサービス事業の競

争力の強化を意図しており、民間による宇宙関連事業の推進の観点

からも意義を有している。 
 本プロジェクトの総開発費は約２００億円、試験機１機として約
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１１８億円の経費を想定している。 
（目標） 
ＨＴＶ軌道に１６．５トン程度という打上げ能力の目標が明示さ

れている。これは、静止トランスファー軌道（ＧＴＯ）に換算して

８トン程度であり、民間の衛星打上げ能力要求と合致している。ま

た、試験機の打上げ目標年度を平成１９年度と明確に設定している。

さらに、定常運用段階でのロケット打上げ費の目標も１１０億円以

下と明示されている。 
本プロジェクトでは、これらの実現のための技術開発要素等も明

確にされており、いずれも具体的かつ実行可能性の高い目標である

と判断される。 
 また、試験機の打上げ結果を評価した後、標準型に準じて、技術

を民間に移転するとの目標も明確である。 
（官民の役割分担） 
 本プロジェクトは、官民が共同で開発を行うものであるため、官

民の役割分担が明確に定義されている必要がある。 
 本プロジェクトにおいては、詳細設計を含め、ロケット全段のシ

ステムインテグレーションを民間が担当しており、それらを請負契

約で実施するなど、民間の主体性・責任が重視されたものとなって

いる。一方、システムの基本設計や推進系の燃焼試験等の大きなリ

スクが存在する部分はＮＡＳＤＡが担当することとなっている。ま

た、既に官民合同活動として実施しているシステム検討や今後の基

本設計においても、官民のミッション要求を考慮した上で、民間側

がシステム仕様の決定に主体的に関与する体制となっている。 

このように、民間の主体性・責任を重視した開発プロセスとなっ

ており、開発自体を効率的かつ経済的に行うことが可能であるとと

もに、技術的リスクの程度に応じた適切な官民の役割分担がなされ

ている。。 

（期待される成果の利用等） 
 本プロジェクトの成果の利用に関しては、主たるミッションとし

てＨＴＶの輸送が行われることとなり、ＩＳＳ計画の推進の観点か

らも必要不可欠なものとして期待されている。 
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また、本プロジェクトを通じて、我が国の宇宙輸送系として、打

上げ能力の拡大、信頼性の向上、コスト低減、国際競争力強化等が

図られることとなり、民間の打上げサービス事業としても複数衛星

同時打上げでのコスト低減による価格面での競争力強化が期待され

ている。 
（開発計画等） 
 本プロジェクトにおいては、平成１９年度に予定している試験機

の飛行実証に向けて、これまでの官民合同活動を通じて、システム

の基本仕様の検討を行い、技術的成立性の見通しを得ている。 
本プロジェクトにおいては、第１段に用いるＬＥ－７Ａエンジン

のクラスタ化技術が主たる開発要素である。これについては、Ｈ－

ⅡＡロケット増強型としてのこれまでの開発成果を受けて実施する

ものであるが、クラスタ化に伴う推進系全体としての技術的諸問題

について、早期に詳細な検討・確認を行う必要があり、今後、地上

燃焼試験等が計画されている。 
飛行実証に向けて、打上げまでのスケジュールを考慮しても、開

発計画は妥当と考えられる。 
（リスク管理） 
技術的リスクについては、主要リスクが明示され、その低減策も

検討されており適切である。今後、さらに詳細なリスク評価を、早

期に実施する必要がある。 
本プロジェクトで予定している試験機は１機のみであるため、試

験機が失敗した場合には、事故調査結果に従い、官民それぞれの責

任の範囲に応じて適切な対応を行うとともに、試験機の再打上げの

要否についても検討の上で判断すると示されている。その場合には、

宇宙開発委員会としても、試験機の目標が達成されたか否かについ

て、またその後に必要な処置等についての必要な審議を行う。 
主要なミッションであるＨＴＶについて、その補給計画がＩＳＳ

計画の中で見直されるリスクがあることにも留意しつつ、本プロジ

ェクトとＩＳＳ計画の整合性に留意しなければならない。また、本

プロジェクトにおいて開発の遅延や試験機のトラブルなどが発生し、

ＨＴＶミッションの実施に影響を与えることもプログラムリスクと
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して考えられており、代替手段（代替ロケット）による補給を検討

するとされている。その場合には、宇宙開発委員会としても、代替

手段の妥当性について必要な審議を行う。 
（実施体制） 
本プロジェクトの実施体制については、上述の官民分担を踏まえ、

ＮＡＳＤＡと民間の双方において体制が整備され、また、ＮＡＳＤ

Ａと民間の関係及び民間各社間の関係が構築され、それらが明確に

定義されている。既に、ＮＡＳＤＡと民間との間ではプロジェクト

調整会を、民間各社間では各社連絡会を設け、緊密な連携のもとに

検討が行われている。 
今後も、プロジェクト実施にあたって民間の主体性が適切に発揮

されるために、実施体制及びプロジェクト管理において十分な対応

が行われる必要がある。 
（審議結果） 
 これらの結果、本プロジェクトについて、平成１９年度に試験機

を打上げることを目標に開発を進めることは適切であると判断され

る。 
 
 なお、本プロジェクトの進捗に応じて、以下の事項を中心に状況

の確認を行うこととする。 
① ＬＥ－７Ａエンジンのクラスタ化に伴う推進系全体としての技術

的諸問題についての検討状況（別途実施されているＬＥ－７Ａエ

ンジンの改良を含む） 
② 技術／プロジェクト／プログラムに係るリスク管理の状況 
③ ＩＳＳ計画との整合性 
 
なお、平成１５年２月に発生したスペースシャトル・コロンビア

号の事故に関してＮＡＳＡが行う対策及びＩＳＳ計画に関する国際

調整等を受けて、本プロジェクトに係る官民のミッション要求等を

勘案しつつ、必要に応じて本プロジェクトの計画の見直しを行うこ

ととしている。 
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